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研究教育部会ニュース

2024 年度研究教育事業部全国リーダー研修会報告

2024 年度研究教育職域管理栄養士・栄養士リ

ーダー育成のための全国リーダー研修会は午前

と午後の 2 部構成で実施された。

【午前の部】

「日本栄養士会の事業魅力化の取り組みと会員

増対策について」

（公社）日本栄養士会　常務理事　阿部絹子　氏

管理栄養士・栄養士は、個人のライフステージ

および多様な職域での活動が求められるため、

様々な栄養・食生活の課題の改善が求められ

る。著しい社会環境の変化や人々のニーズの多

様化、複雑化を踏まえて、さらに管理栄養士・

栄養士が行う栄養関連事業の充実を図ることが

必要であり、そのために必要な知識・技術の維

持向上に努めなければならない。地域連携等に

よる在宅医療の体制整備、高齢者の保健事業と

介護予防の一体的実施が求められるため、各職

域にまたがる共通した基礎知識が必要となり、

連携が求められる。

一方、保健医療を取り巻く環境として、加速

する少子高齢化、人口減少・担い手の急減、医

療・介護の需要の増加などがある。

地域包括ケアシステムにおける栄養・食生活

支援体制の構築が急務となっている。

【午後の部】

Ⅰ．2024年度事業報告：

　（公社）日本栄養士会　

　研究教育事業推進委員会　委員長

　酪農学園大学　小林　道　氏

研究教育職域　基本方針 2022 年度から『管

理栄養士・栄養士システムの充実と科学的根拠

の蓄積を生業とした研究活動の推進及び普及、

そして実践活動を通して食と健康の専門職とし

ての責務を果たす』をビジョンとして、事業推

進委員会を中心に活動した。活動の 4 つの柱は

「専門職（養成）教育システムの基盤整備」「研

究力・教育力の向上」「即戦力管理栄養士・栄養

士を養成するための他職種との連携強化」「科学

的根拠に基づいた栄養学研究の推進」とし、研

究教育職域全国研修会（2024 年度全国栄養士大

会で実施）、全国リーダー研修会（2025 年 2 月

22 日）および全国栄養士大会（2024 年 10 月 9

日～ 12 月 8 日オンライン）が実施された。

Ⅱ．2025年度事業計画研究教育職域の課題に

　　ついて

過去の基本事業を継続しつつ、以下の基本方

針に沿い事業を展開する。

⒈　管理栄養士・栄養士養成カリキュラムの充

　実

１）臨地・校外実習の実際の改訂の検討 

２）教育現場の IoT 利用に関する展望や課題

　　等抽出

３）Society5.0 社会を見据えた専門職

　（養成）教育システムの基盤整備 

本年度は、「臨地実習及び校外実習の実際」の

見直しに関する事業における臨地実習・校外実

習の事例集作成を通じて様々な情報が得られる

ことが予想されるため、その内容を整理した上

で、１）～３）のための基礎資料とする。

⒉　基礎研究・応用研究・政策研究等の戦略的

　推進 

１）研究環境等に関する各職域との情報交換

　・連携

２）栄養関連分野に関連する研究論文や学会

　　発表等の増加 

本方針の達成には、養成校教員における研究

の質および量の確保は、特に留意すべき事項で

あり、専任教員、助教、助手に対して、キャリ

アアップにつながる研究・教育環境を整備する

ために問題点の抽出を調査し、処遇改善につな

開催日時：2025年2月22日（日）10：30〜15：30

会　　場：Web開催
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げるための政策を検討する必要がある。研究に

対する阻害要因の抽出は、本年度については、

地区レベルで推進委員と各職域委員の連携を深

化させることとし、全国リーダー研修会のグル

ープ討議でもテーマとして扱っていくことを考

えている。 

また、令和 3 年度厚労科研：管理栄養士養成

施設における管理栄養士の卒前・卒後教育の充

実に向けた研究（研究代表者：中村丁次）より、

他職域の管理栄養士と連携したエビデンスの創

出に係る体制の構築は、喫緊の課題であること

が示されている。これまでも本職域では、他職

域との連携を通して学生（養成校）と施設間で

の社会貢献事業の取り組みや普及を図ることな

ど、養成校のみならず現場と一体となった人材

育成を目標に掲げてきている。2025 年度は、全

国研修会のテーマを他職域の連携推進を図るた

めの内容とする。その他、政策・職域推進事業

部の活動を通じ、適時に他職域と情報を交換し

て連携を深めていく。

⒊　卒後教育とのつながりの強化

１）若手会員の増加 卒後 3 年以内の会員増を

　　他職域及び都道府県栄養士会と協力して推

　　進する

２）職域内の会員増 対象者数約 3,000 名（推

　　定）のうち、90％の 2,700 名の会員数を目

　　指す 

３）他職域会員の研究支援リーダー研修会を

　　通じて課題点を抽出し、今後必要と考えら

　　れる事業を考案する。

Ⅲ．ブロック別協議

　　「養成校における会員増対策」

・養成校学生向けメール配信登録の増加の取り

　組みと内容について

・養成校教員の会員増対策について

（文責　研教　赤尾　正）


